[image: image1.jpg]\\ W q”mum///// /_54_,_

Ee———

S
——
\

/////<|§||||\\\\\\\\\\



[image: image2.bmp]　2010賃金確定・年末一時金闘争　　　　　　　　2010年11月１日　ＮＯ．３
市側回答を基本了解、カット率・号給カットの
回答はギリギリの到達点として単組討議に付す
一時金は期末手当1.35月、勤勉手当は0.65月分を原資として成績区分により配分
市労連は去る10月14日、市側との第１回団体交渉で「2010年賃金確定要求」を申し入れ、2010賃金確定・年末一時金闘争をスタートさせた。

団体交渉で市側は「人事委員会からの勧告を尊重し給与改定を行っていきたい」と述べながら、継続課題である行政職給料表３級等の最高号給付近の号給カット問題について「今後、実施時期やカットする号給数について協議していきたい」、また給料月額の減額措置について「今、給与改定以降のカット率について協議していきたい」との考えを明らかにした。市労連は「連年にわたるマイナス勧告による実質生活の切り下げなど厳しい状態が続いているなか、給与改定や継続課題の実施、引き続く給料カットなど到底理解できるものではない」として、組合員の勤労意欲と家族の生活を考えあわせ、賃金確定・年末一時金について、本日申し入れた内容を十分ふまえ、使用者としての主体性を堅持し誠意をもって検討するよう強く要請してきた。
同27日に開いた第２回団体交渉では、市側から、給料月額の減額措置や勤勉手当の基礎額から扶養手当算入廃止および昇給制度の下位区分の増設について、常任委員による小委員会交渉での協議要請があった。市労連は「個々の課題にかかる詳細な分析・解明も含めた協議を行うことを前提に応じる」としながら、各課題の解決には、これまでの労使協議経過をふまえた市側対応は勿論のこと、具体解決にむけた市側の誠意ある対応と主体的な努力・判断が不可欠であるとして、市側の認識をただしてきた。
同29日の第３回団体交渉では、市側から、給料月額の減額措置について「公民較差マイナス0.35％の給与改定効果を差し引いた3.2％の給与カット」、行政職給料表３級等の号給のカットについて「来年４月１日に20号給カット」との提案があった。また年末一時金については「期末手当1.35月分、勤勉手当については0.65月分を原資とし、そのうち0.015月分を上位区分の割増支給の原資としたうえで、勤勉手当の支給月数としては評価区分が標準Ｂの職員は0.635月分、成績上位区分Ａの職員は0.635月プラス割増支給分、成績下位区分Ｃの職員は0.6月分、同じく成績下位区分Ｄの職員は0.565月分とし、成績下位区分と標準との差0.035月分および0.07月分についても割増支給の原資とし、12月10日に支給することとしたい。再任用職員については、期末手当0.8月分、勤勉手当0.3月分、合計1.1月分を12月10日に支給することとしたい」との考えを示した。市労連は減額措置について「給与改定効果を差し引いた単なる数字合わせともとれる内容であり、市側の責任ある提案とは言えない」と指摘、具体協議は常任委員による小委員会交渉で行うこととするが、課題解決には市側の誠意ある対応と主体的な努力、判断が不可欠であると強調した。また号給カットについては「到底受け入れられる内容ではない」として強く再考を求めた。一時金については「勧告にもとづいた内容とはいえ、支給月数の削減について不満であると言わざるを得ない」と表明した。
市労連はこれまで、事務折衝・小委員会交渉などを積み重ねながら、三役・常任合同会議、闘争委員会で進捗状況の報告を含めた検討・協議を行ってきた。また同29日には本庁舎東側玄関前で幹部集会を開き、課題解決の前進をはかるため組合員の意思統一を行ってきた。
	ヤマ場の11月１日、市労連は午前10時30分から常任委員会、午後４時から三役・常任合同会議、午後５時30分からは闘争委員会を行い、市側との第４回団体交渉に臨むことを確認してきた。

午後６時からの団体交渉で市側は、給料月額の減額措置について「今年の給与改定を考慮し現行3.7％のところを3.2％とするが、管理職層のさらなる努力、一時金のマイナスによる効果額の考慮、若年層への配慮などの指摘をふまえ、再任用職員を除く行政職給料表２級相当級以下の職員のうち採用後４年目までの職員のカット率を緩和することとしたい」との考えを示したうえで、具体には今年度採用の職員はカットを行わず、昨年度採用の職員はカット率を0.8％、平成20年度（2008年度）採用は1.6％、平成19年度（2007年度）採用は2.4％とすること、また減額措置除外者について対象を拡大し、月額の臨時的任用職員ならびに任期付職員を減額措置除外としたいと明らかにした。行政職給料表３級等の号給のカットについては「前回の交渉で強く再考を求められたところであるが、昨年の報告および勧告をふまえ確実に実施する必要がある」と言及、本日がぎりぎりの日程であり何としても理解いただきたいと強調した。
市労連は、カット率の緩和について「組合員への効果が薄く、なお不満な内容」として、カット率の圧縮と若年層への配慮の拡大を含め市側に再考を求めた。また号給のカットについても「この間、一部給料表の水準に焦点をあてて号給カットを実施しようとする勧告自体に問題があるとして再考を求めてきたが、前回の交渉と同じで我々の求めた内容に何ら応えていないものであり、到底受け入れられる内容ではなく、本日中に合意することは出来ない」として、再度の市側の再考を求めるとともに、交渉を中断して対応を協議することとした。
午後６時30分からは本庁舎東側玄関前で幹部集会を開き、これまでの交渉経過と事務折衝内容を報告し、課題解決にむけ全力でたたかう決意を意思一致した。その後、断続的に三役・常任合同会議を行い、午前０時25分から闘争委員会を開いて市労連としてのたたかうスタンスを再確認し、午前０時45分、中断していた団体交渉に臨んだ。

　再開した団体交渉で市側は、カット率について「本年の給与改定を考慮し、現行3.7％のところを3.2％とするが、若年層職員に対する緩和を拡大していきたい」としたうえで、具体には行政職給料表２級相当級以下の職員のうち、採用後10年目までの職員について採用年度によりカット率に差を設けることとし、平成21・22年度（2009・2010年度）採用者はカットを行わず、平成19・20年度（2007・2008年度）採用者は1.0％、平成17・18年度（2005・2006年度）採用者は2.0％、平成15・16年度（2003・2004年度）採用者は2.4％、平成13・14年度（2001・2002年度）採用者は2.8％のカットとすること、また号給のカットについては「行政職給料表３級、技能労務職給料表３級、医療職給料表（２）２級ならびに医療職給料表（３）３級については最高号給から20号給、技能労務職給料表４級については最高号給から８号給をカットすることとするが、経過措置を設けることとしたい」としたうえで、具体には20号給カットの給料表・級については、平成23年（2011年）４月１日に４号給、平成24年（2012年）４月１日に８号給カットし、平成25年（2013年）４月１日に残る８号給をカットすること、また８号給のカットの給料表・級については、平成23年（2011年）４月１日に４号給、平成24年（2012年）４月１日に４号給カットすることとしたいと明らかにした。なおカットの対象となる号給を受けている場合の現給保障については、退職手当の算定基礎についても現給保障後の給料月額としていきたいと示した。
　市労連は、カット率について「一時金0.2月減にともなう人件費削減効果額についての考慮と、カット率の圧縮を求めてきたことからすると不満な内容だが、給与改定率の範囲内でのカット率としてきた当初提案内容から比べて、とりわけ若年層に配慮すべきとしてきた我々の要求をふまえたギリギリの回答と受け止める」、また号給のカットについては「最高号給から20号給分をカットとするとした内容は変わらないまでも、３年間の経過措置を設けたこと、退職手当の算定基礎となる給料月額について現給保障としたことはギリギリの到達点と受け止める」との認識を示すとともに、給与構造改革の検証にもとづく課題の解決にむけ引き続き協議を重ねるよう求め、市側回答を基本了解して持ち帰り、各単組の機関判断を行ったうえであらためて回答することとした。

　団体交渉終了後、市労連は午前１時05分に「単組討議に付す」ことを確認、市従は午前１時10分に在庁執行委員会を開き、市労連交渉経過・市側回答について慎重に検討・協議を行い確認した。


平成22年度（2010年度）市労連「賃金確定要求」に対する回答（給料表は省略）
	要　　　求
	回　　　答

	１．給料表
　給料表については、号給カット等の改悪を行わず、他都市・人事院勧告の較差水準を踏まえるとともに、大都市事情を考慮して検討すること。とりわけ、行政職３級相当級の高位号給の切り下げを行わないこと。
	　別紙回答

	２．諸手当
　諸手当については、国・他都市の動向、民間支給状況を見極めつつ、大都市事情を考慮して検討すること。特に、住居手当については、国に追随することなく、現行制度の維持・改善に努めること。
　また、通勤手当の経路認定基準の見直しにかかわっては、事後の十分な検証を行い、必要な改善をはかること。
　地域手当については、本給繰り入れを基本に改善をはかること。
	　住居手当については、昨年、国において自宅にかかる住居手当が廃止されたところである。本市の人事委員会においては、持家にかかる住居手当については民間における住居手当の支給状況や他都市状況を注視し、また、現行の住居手当全般についても検証を進めるとされており、本市としても引き続き人事委員会の今後の動向について注視してまいりたい。

　通勤手当の経路認定基準については、経済性と合理性の両面から統一的な取り扱いとなるよう、平成21年４月より認定基準を策定し、基準の適用の対象となる職員に対し運用しているところである。当該認定基準については、平成21年４月から平成24年３月までの期間に認定の見直しを順次行っているところであるが、同認定基準を策定した際に、運用基準について、見直しが必要な場合にはその内容について都度協議することとしており、引き続き制度内容について十分な検証を行うとともに、必要に応じて関係単組と協議を行ってまいりたい。

　地域手当については、国の基準における本市の支給率（15％）と同率としており、また、昨年４月からは東京都特別区に在勤する職員について、東京都特別区の支給率（18％）と同率としたところでもあり、引き続き研究してまいりたい。

	３．初任給基準（中途採用者を含む）については、大都市事情を十分踏まえ検討を行うこと。
	　初任給基準については、平成20年の本市人事委員会からの意見に基づき、昨年４月から大学卒程度で採用された事務・技術職員の初任給基準の給料月額を、暫定的に172,800円（暫定措置前は164,000円）としている。

　また、初任給の前歴加算制度についても、民間企業等において様々な経験を有する優秀な人材を確保するため改正を行ってきたところである。

　今後も民間における初任給を取り巻く情勢等を考慮しつつ、研究してまいりたい。

	４　格付・昇格・昇給基準

 (1)　格付基準（臨時期間・前歴の格付基準を含む）の改善・充実をはかること。
 (2)　休職者等の昇給抑制者に対する復職時調整の改善をはかること。
 (3)　昇格枠とりわけ行政職３級昇格枠の拡大と昇格選考方法の改善をはかること。
 (4)　技能労務職３級昇格条件と格付等の改善をはかること。
 (5)　行政職４級への格付について改善をはかること。
	　昇給・昇格にかかる制度については、平成19年４月に実施した給与構造改革の中で、従来の年功を重視した制度からより職務給の原則を徹底した制度へと変更を行ったところである。

休職者等の昇給抑制者に対する復職時調整については、一定の措置を講じており、その改善は困難である。

格付にかかわっては、技能労務職への新規導入も含めて一級一職の原則の徹底を図る上での級別標準職務表の改正とそれに伴う級構成の抜本的な見直しを図り、あわせて昇格についても、より能力・実績を重視した格付基準への改正や選考にかかる基準をより明確化するための実施要綱の策定などを行ったところであり、今後も、職務給の原則に従って制度の運用を図ってまいりたいと考えている。なお、技能労務職３級、行政職４級への格付については、任用を伴うものであり、これまでからも能力・実績に基づき適材適所の観点から任用を行ってきたが、今後とも、職員の士気高揚といった観点から引き続き意見交換をしてまいりたい。

行政職新３級相当級については、主務の級に位置づけ、人事委員会の選考試験を行うことにするなど大きな変更を行ったが、新制度を運用していく中で、昇格枠や選考方法等について、職員が意欲をもって職務に取り組んでいけるよう、協議や意見交換を行うとともに、事後の検証についても行ってまいりたい。

	５．専門職の給料表については、他都市・人事院勧告の較差水準を踏まえつつ、大都市事情を考慮して検討すること。特に、看護師については人材確保の観点から検討すること。
　また、福祉職給料表については国・他都市の動向を注視しつつ、慎重に調査・研究を行うこと。
	　専門職給料表については、医療職給料表(1)を除き、別紙のとおりといたしたい。

　福祉職給料表については、国において、平成12年１月１日より福祉職俸給表が新設されたところであるが、整理すべき課題が多くあり、ほとんどの政令市においても未だ導入されていない状況にあることから、引き続き他都市の動向等を注視しつつ、慎重に調査・研究してまいりたい。

	６．一時金の支給方法の改善をはかること。
	　期末・勤勉手当の職務段階別加算制度については、平成19年６月期より、職務･職責の違いを明確に反映させるため、年功的な要素である在級年数や年齢を加算対象要件とすることを改めたところであり、現時点における改正は困難であるが、制度のあり方について、引き続き研究してまいりたい。

	７．人事評価制度については、公平・公正性、透明性、客観性、納得性を確保し、組合員の十分な理解が得られるよう改善をはかること。また、給与への反映については、慎重に検討を行い、十分な交渉・合意を行うことを前提とすること。
	　人事評価制度については、職員に対する公平・公正性、透明性、客観性、納得性の確保が必要であることは認識しており、昨年度、制度の補助的資料として「期待行動事例集」を作成したほか、今年度はこれまで同様の外部講師を活用した新任評価者研修に加え、制度本来の目的（人材育成・能力開発）の達成に向けて、係長級・主任を対象にした「育成面談訓練」や、各職場単位で「人事評価制度職場グループワーク」を実施したところである。

今後も、人事評価制度の研修の取組みについて検証を行い、適宜工夫するなど、公平・公正性、透明性、客観性、納得性の確保に努め、職員の十分な理解が得られるよう努めてまいりたい。

なお、評価結果の給与反映については、合意を得るべく精力的に協議してまいりたい。

	８．夜間勤務手当及び超過勤務手当（深夜超勤を含む）の支給率の改善をはかること。また、超過勤務手当の月60時間を超える割増賃金の算定基礎に日曜日又はこれに相当する日を含めるよう改善すること。
	　夜間勤務手当及び超過勤務手当（深夜超勤を含む）の支給率については、本市職員の水準が他都市と同水準であることを踏まえると、現下の厳しい状況のもとでは改善を図ることは困難である。

　また、超過勤務手当の月60時間を超える割増賃金の算定基礎に日曜日又はこれに相当する日を含めることとし、平成23年４月１日からの取扱いとしたい。

	９．勤務時間については、仕事と生活の調和（ワークライフバランス）の重要性を踏まえ、年間総労働時間の労使合意を前提に年間総労働時間の短縮に取り組むこと。
	年間総労働時間の短縮については、平成22年の本市人事委員会勧告においても、超過勤務の縮減について、「時間外勤務の縮減にかかる指針に基づき、さらなる超過勤務縮減の取組みを進めていくことが必要である。そのためには、管理職員にあっては超過勤務の必要性の判断を的確に行い、業務執行の効率化にも先頭に立って取り組むとともに、職員の勤務時間管理を適切に行い、率先して職員が退庁しやすい環境整備に努めることも必要である。」との意見を受けており、本市としても、平成20年４月に策定した時間外勤務の縮減にかかる指針に基づき、使用者の責務として適正な勤務時間管理の徹底に努めてまいるとともに、引き続き総労働時間の縮減に向け取り組んでまいりたい。

	10．業務上交通事故など、分限にかかる基準（失職規定）の改正をはかること。
	失職に関する分限の基準については、他都市の状況、これまでの総務省の見解や指導、地方公務員法の趣旨からして、改正を行うことは困難である。

	11．その他

 (1)　職員の福利厚生については、制度設立の意義を踏まえるとともに、地方公務員法42条の使用者責任（義務）に基づいて、労使で構成する福利厚生協議会で十分な検討を行い、「安心して働き続けることのできる制度の確立」「組合員の働き甲斐」につながる福利厚生制度の確立・充実をはかること。
	　職員の福利厚生については、職員の士気の高揚や勤労意欲の向上を図る観点からもその果たす役割は重要であると認識している。

　福利厚生の実施にあたっては、時代の要請にあった、適切かつ公正なものとなるよう、絶えず見直しを図ることが重要である。

　国において、「福利厚生施策の在り方に関する研究会報告書」が本年６月に公表されたが、公務を取り巻く環境が大きく変化するなか、増加する職員の心の病や働きがいへの対応について、国民の理解がえられる仕組みや事業内容、施策の効率的な推進策の方向性を示したものとなっている。またその中で、心身の保持増進について福利厚生の目的として位置づけるべきであるとする一方、レクリエーションについては施策内容や費用・財源の透明化等に留意する必要があることなどが示されている。

　本市の福利厚生事業の理念・目的、具体的内容等については、地方公務員法42条の趣旨を踏まえ、国の「報告書」の内容にも留意しつつ、福利厚生について労使で協議する場として設置した福利厚生協議会において示し、引き続き職員が安心して働き続けることのできる福利厚生制度の構築について協議してまいりたい。

	 (2)　休職者の給付内容などの改善をはかること。また、近年の休職者の実態を踏まえ、メンタルヘルス対策の一層の充実をはかること。特に、心の健康の保持・増進の観点から職場における勤務環境の改善をはかること。
	　休職者の給付内容などの改善をはかることは困難である。しかし、近年増加傾向にある休職者のうち、心の健康問題による休職者の占める割合が急増している状況下において、メンタルヘルス対策は引き続き取り組むべき重要な課題であると認識している。

　円滑な復職支援をはじめ、職員相談事業や啓発活動、職員への教育・研修等心の健康づくり対策を積極的かつ計画的に取り組み、一層の充実を図ってまいりたい。

　また、職場環境改善は重要であることから、各職場の安全衛生委員会等で問題点を把握し十分協議することができるよう、今後一層支援してまいりたい。

	 (3)　有給教育休暇など休暇制度の新設・改善をはかること。
	　休暇制度の新設については、国から、従前より国の制度と均衡を失しないよう強い指導を受けており、新たに本市独自の休暇制度を設けることは困難な状況であることについてご理解賜りたい。

　なお、国における休暇制度の改正にあわせて、子の看護休暇の拡充及び短期介護休暇の新設を行ってきたところであり、今後も引き続き、国・他都市の動向に注視してまいりたい。

	 (4)　60歳定年退職後の生活設計の支援として、希望する職員の雇用確保をはかるとともに、国における65歳定年制の実現に向けた国の動向に注視しつつ、高齢者雇用制度の充実改善を行うこと。
	　本市における高齢者雇用制度については、これまで外郭団体等への再就職に加え、嘱託職員制度の実施、更には平成14年４月からは再任用制度を実施し、本市の高齢者雇用の体系整備を図ってきたところである。

　今後の再雇用のあり方については、平成13年12月に閣議決定された高齢社会対策大綱の趣旨を踏まえ、公的年金の支給開始年齢の引き上げに伴い、雇用と年金の連携を図るといった観点から、再任用制度の積極的な活用を図るなど、知識・経験を活用した雇用機会の確保に努めてまいる必要があると認識している。

　このようなことから、今後とも、職員が定年退職後の生活に不安を覚えることなく職務に専念できるよう、再任用をはじめとした再雇用職域の確保や制度のあり方について、各任命権者で事情も異なることから各単組とも十分意見交換を行ってまいりたい。

　また、人事院が設置した「公務員の高齢期の雇用問題に関する研究会」が昨年７月に取りまとめた「最終報告」では、公的年金支給開始年齢の段階的引き上げに対応して、平成25年度から段階的に国家公務員の定年年齢を60歳から65歳に引き上げることを提言しており、本年の人事院勧告においても「公的年金の支給開始年齢の引き上げに合わせて、平成25年度から、定年を段階的に65歳まで延長することが適当。制度見直しの骨格に基づき、関係各方面と幅広く意見交換を重ねながら更に検討を進め、本年中を目途に成案を得て具体的な立法措置のための意見の申出を行いたい。」との考え方が示された。

　更には、９月の本市人事委員会勧告においても、「本年中を目途に行われる人事院による具体的な立法措置のための意見の申出を踏まえ、組織活力を確保しながら人材を有効に活用する方策、個々の職員が多様な働き方を選択できる制度、職務等に応じた給与のあり方など採用から退職に至る人事管理全体を見直すことが必要である。」との意見を受けていることから、今後の国、他都市における定年延長の検討状況を注視しつつ検討してまいりたい。

	 (5)　職業生活と家庭生活の両立支援については、特定事業主行動計画の周知徹底と、計画に基づく実効ある推進をはかりつつ、支援制度を充実すること。また、両立支援を目的とする休暇・休業制度の検証を行い、勤務環境の整備に取り組むこと。とりわけ、育児休業等に関する法律の一部改正や両立支援策にかかる人事院規則改正に伴う所要の措置を講じること。さらに、男性の取得促進をはかること。
	　職業生活と家庭生活の両立支援策については、この間、育児短時間勤務制度、早出・遅出勤務制度の導入、子の看護休暇及び育児及び看護に関する職務免除の対象範囲の拡大など休暇・休業制度の整備に努めてきたところである。

　また「地方公務員の育児休業等に関する法律」が改正され、本年６月30日からは、職員の配偶者の就業の有無や育児休業等の取得の状況に関わりなく、職員は、育児休業・育児短時間勤務・部分休業を取得することができることとし、さらに、「人事院規則」の改正に伴い、子の看護休暇の取得上限日数の緩和や３歳に満たない子を養育する職員の超過勤務の免除を新設するなど、諸制度の整備に努めてきたところである。

　特定事業主行動計画につきましては、平成22年４月から平成27年３月までを計画期間とした後期行動計画を、「仕事と子育ての両立支援プラン」と称し、「みんなで支えあう職場をめざして」という新たなサブタイトル設定の下、本年３月に策定したところであり、今後とも事業主の責務として、計画の周知徹底を図るとともに男性職員の育児休業等の取得促進に向けた取り組みを推進してまいりたい。


	 (6)　臨時・非常勤職員及び任期付職員の勤務労働条件の改善を行うこと。
	　国においては、平成20年８月11日の人事院からの「職員の給与等に関する報告」の中で、非常勤職員の給与について、「各庁の長が非常勤職員の給与を決定する際に考慮すべき事項を示す指針を策定すること」等の報告があり、同年８月26日には、一般職の職員の給与に関する法律第22条第２項の非常勤職員に対する給与の支給についての指針が策定されたところである。

　また、昨年１月23日に地方公務員の短時間勤務の在り方に関する研究会が報告書をまとめ、平成21年４月24日付け総務省通知「臨時・非常勤職員及び任期付短時間勤務職員の任用等について」も出されたところである。

　こうした通知を踏まえるとともに、他都市状況等にも注視しつつ、臨時・非常勤職員及び任期付職員の勤務労働条件について、引き続き研究してまいりたい。



	公民給与を均衡させるための調整措置

１　基本内容

平成22年４月から11月までの期間における公民給与を均衡させるため、次に掲げるア（月例給分）及びイ（特別給分）の合計額を、平成22年12月期期末手当で調整（減額）する。なお、調整前の期末手当の額が、ア及びイの合計額に満たないときは、当該期末手当は支給しない。

ア　平成22年４月１日において、職員が受けるべき以下の給与に0.35％を乗じて得た額に８月（４月から給与改定実施日の属する月の前月までの月数）を乗じて得た額

・給料　　　　　　　　　　　　・住居手当

・扶養手当　　　　　　　　　　・管理職手当

・地域手当

イ　平成22年６月に支給された期末手当及び勤勉手当の合計額に0.35％を乗じて得た額

２　対象者

市民病院及び弘済院に勤務する看護師、准看護師及び助産師

３　４月２日以後に新たに職員となった者について

４月２日以後に新たに職員となった者にあっては、新たに職員となった日において受けるべき給料等を基礎に調整する額を算定する。

４　４月から給与改定実施日の属する月の前月までの月数について

(1) ４月１日より11月30日の間において、在職しなかった期間又は下記に掲げる事由により給与を減額された期間（停職又は勤務しないことについて承認なく勤務しなかったことにより給与を減額された期間を除く。）がある者については、その期間がある月の月数を８月より減じる。

・自己啓発等休業期間

・休職期間

・専従休職期間

・派遣期間

・育児休業期間

・育児短時間勤務等期間

・公務災害・通勤災害により勤務に服さない期間

・無給職免を取得した期間

・看護欠勤を取得した期間

・介護休暇を取得した期間

・育休条例に基づく部分休業を取得した期間

・病気休暇の日数が90日を超える期間

(2) 停職又は勤務しないことについて承認なく勤務しなかったことにより給与を減額された期間がある者については、その期間がある月に支払われた給料が、１のアにおける「平成22年４月１日において、職員が受けるべき以下の給与に0.35％を乗じて得た額」に満たない月に限り、その月の月数を８月より減じる。

５　４月～11月の給料等が変更となった場合

(1) ４月１日又は新たに職員となった日（以下これらの日を「基準日」という。）における給料等が全額支給されなかった場合の職員の１のアの基礎となる給料等については、全額支給されたものとみなして１のアの額を算定する。

(2) 基準日の翌日以後に、扶養人員の増減等により１のアの基礎となる給料等が変更されても、調整する額の変更は行わない。

(3) 基準日の翌日以後に、誤支給等により、基準日以前に遡って給料等が変更され、基準日の属する月の給料等が変更となる場合は、調整する額も連動して変更する。



	給料の特例措置を受けている者等の給料月額の改定について

給与構造改革の切替日（平成19年４月１日）以降、引き続き給料の特例措置（いわゆる現給保障）を受けている者の給料月額については、平成22年４月１日現在の給料表・級・号給に応じた給料表改定率により改定することとする。

具体には、別紙給料表改定率表の改定率を乗じて得た額（円未満切り捨て）を減じて得た額とする。

大阪市職員転任選考に伴い、現給保障を受けている者の給料月額についても、同様の取り扱いとする。

実施時期

平成22年12月１日





	給料月額の減額措置について

給料月額の減額措置について、平成22年度給与改定等を考慮し、減額率及び減額措置除外者を次のとおり変更したい。

１　減額率

変更前　３.７％

変更後　３.２％

※ただし、行政職給料表２級相当級以下の職員（再任用職員を除く。）のうち、平成13年度以降に採用された者の減額率は、次のとおりとする。

採用年度

減額率

平成13年度・平成14年度

２．８％

平成15年度・平成16年度

２．４％

平成17年度・平成18年度

２．０％

平成19年度・平成20年度

１．０％

平成21年度・平成22年度

０％

２　減額措置除外者

従前より減額措置除外者となっている

・医師及び歯科医師

・市民病院及び弘済院に勤務する看護師、准看護師及び助産師

・臨時的任用職員（日額）

・非常勤嘱託職員

に加え、新たに

・臨時的任用職員（月額）

・任期付職員（任期付職員条例第２条の規定により採用された者を除く。）

を減額措置除外者とする。

３　実施時期

平成22年12月から平成23年３月まで





	行政職給料表３級等の号給のカットについて

１　現行（平成22年12月１日現在）

・行政職給料表及び医療職給料表(3)３級の最高号給149号給

・技能労務職給料表３級の最高号給　141号給

・技能労務職給料表４級の最高号給　137号給

・医療職給料表(2)２級の最高号給　153号給

２　改正案

・行政職給料表及び医療職給料表(3)３級の130号給から149号給までの20号給をカットし、最高号給を129号給とする。

・技能労務職給料表３級の122号給から141号給までの20号給をカットし、最高号給を121号給とする。

・技能労務職給料表４級の130号給から137号給までの８号給をカットし、最高号給を129号給とする。

・医療職給料表(2)２級の134号給から153号給までの20号給をカットし、最高号給を133号給とする。

３　実施時期等

平成23年４月とするが、次のとおり経過措置を設ける。

実施日

区　分

平成23年

４月１日

平成24年

４月１日

平成25年

４月１日

技能労務職４級以外

４号給ｶｯﾄ

８号給ｶｯﾄ

８号給ｶｯﾄ

技能労務職４級

４号給ｶｯﾄ

４号給ｶｯﾄ

―

なお、上記カットの実施日の前日において、カットの対象となる号給を受ける者の実施日以後の給料月額については、現給保障を行うこととする。

また、当該現給保障の適用を受ける者の諸手当の算定の基礎となる給料月額は、現給保障後の給料月額とする。
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